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事後評価調査結果要約表 
評価担当者: パラグアイ事務所 

1. 案件の概要 

国: パラグアイ 
案件名: 

 日本パラグアイ職業能力促進センター 

分野: 人材育成、職業訓練  
協力形態: プロジェクト方式技術協力（現

技術協力プロジェクト） 
担当部署：人間開発部第二課 総額： 1,254,987 千円 
協力機関 1,997 年 9 月 20 日～2002 年 9 月

(プロジェクト本体)、2002 年 9
月～2004 年 3 月(延長部分) 

実施国における関連機関: 司法労働省、国

立職業訓練局。  
国内での関連機関: なし 

関連協力  
なし  

1-1. 案件の背景 
南米南部共同市場へ加盟後、パラグアイ政府は一般関税とメルコスール域内の関税の

撤廃により商業の自由化を図り、この自由化の中でパラグアイは産業部門の競争力の改

善を目指している。この結果、主に電子技術の分野における有能な人材のニーズが高ま

ってきた。このため、パラグアイ政府当局は、電子、電気、制御及び冷凍空調分野での

人材の育成を目的として日本の技術協力プロジェクトを要請した。日本政府は調査団を

派遣し、プロジェクトの妥当性と対象分野の調査を行った。調査及び協議の結果、1996
年に前述の専門分野における人材育成のため、機材供与及び研修を含む日本パラグアイ

職業能力促進センター（SPP-PJ）プロジェクトの実施が決定された。1997 年 7 月に技術

協力のための R/D が署名され、1997 年 9 月にプロジェクトが開始した。 
 
1-2. 協力内容  

SPP-PJ はこのプロジェクトを通じて、人材の育成・開発や技術の更新を行い、既存産

業の段階的な近代化や最新技術を導入した産業の設立等によって高まってきている電気・

電子分野における人材の需要への対応を図っている。 
 

(1) 上位目標 
パラグアイの電子技術分野の技能労働者の需要が満たされる。 

 
(2) プロジェクト目標 
司法労働省職業能力開発局（SNPP）が SPP-PJ において、電子技術分野(電気、電子、制

御、冷凍空調)を中心、質的に改善された向上訓練及び指導員再訓練を展開できるように

なる。 
 
(3) 成果 
・SPP-PJ の運営管理体制が確立される。 
・SPP-PJ の施設、機材設備が整備される。 
・SPP-PJ において職業訓練指導員の能力が向上する。 
・職業訓練教材（テキスト）が整備される。 
・産業界のニーズにあった向上訓練コースの企画と実施ができる。 
・広報事業に関係する企画・広報体制が確立され。 

 
(4) 投入  
日本側:  

長期専門家派遣: 14 名    機材：386,000 千円 
短期専門家派遣: 11 名       研修員受入: 15 名 
総額：1,254,987 千円 
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パラグアイ側： 
カウンタパート配置：30 名     
機材購入・ローカルコスト負担：Gs.386,000,000 現地通貨(約 1 億 5 千万円) 
その他:執務室、電話、執務机、椅子、プロジェクト運転手、他 

2.  評価調査団の概要チ 

調査者 
- JICA パラグアイ事務所 
- コンサルタント会社 Consultora Rodríguez Silvero & Asociados  

評価期間 2007 年 10 月 31 日～2008 年 1 月 31 日 
評価の種類： 
在外事後評価 

3. 実績の確認 
3-1 プロジェクト目標の状況 
  プロジェクト開始当初と比較して、SPP-PJ で発行される修了証書数の増加が見られ

る。1998 年に発行された修了証書数は 3,661 件であり、2006 年に発行されたものは 7,746
件に達している。これ等結果から見てプロジェクト目標は十分に達成したと考えられる。

 
3-2 上位目標の達成状況 
  プロジェクト上位目標の達成状況については、SPP-PJ は 1998 年から 2007 年にかけ

て 52,756 件の修了証書を発行している。一方、全国人口センサスのデータによると高等

学校を終了した就労者数は 421,351 人であり、これ等数字に上記修了者数をあてはめると

非常に大きな割合となり、当人材育成コースによる国内労働者の継続した育成の必要性が

認めら。 
 
3-3 終了時評価での提言の活用状況 

  SNPP は、本プロジェクトによって育成された人材や蓄積された機材等を最大限に活

用して、サンロレンソ市の SPP-PJ のみならず、地方展開の一角として、移動教室等を展

開した。産業界との連携については、散発的な連携はあるもののシステム化した継続的な

会議は開かれていない状況にある。SNPP 運営能力の強化についてはある程度の前進はみ

られるものの、財政的な自立発展性の強化については、法的な縛りもあることから、かな

り困難な状況にある。 
 
 
4. 評価結果の概要 
4.1.  評価結果の要約 

 
(1) インパクト：インパクトは比較的高い 

SPP-PJ には、生徒の記録制度がないため、生徒の事前の学歴、コース開始時の職業に

関する情報の確認ができない他、終了後に関する記録も存在しない。このため、このセン

ターの研修インパクトを分析するために、国勢調査局が行った最新の世帯調査(2006 年)デ
ータを分析の基礎とした。この結果、就業人口、特にコースに関連した技術分野の就労に

関する情報を考慮すると、付与した証明書と就労人口が比例して推移していることが判明

する。よって、SPP-PJ が展開する分野の人材育成は、雇用と就労による収入増加に正の

インパクトを与えているものと考慮される。 
 

(2) 自立発展性：自立発展性は比較的高い 
SPP-PJ は財務的に独立していないが、研修実施の為に必要な予算は一定程度確保され

ている。必要資材やサービスの調達は、SNPP を通じて行われており、当国の中央政府機

関を規制する公共調達法を遵守しなければならないことになっている。このため、同セン

ターでは、電気、電子、制御及び冷凍空調のコースに関する新しい設備投資は行われてい

ない。しかし、最近では若者に対する雇用創出の必要性から、国内の工業化が進んでい

る。この経済成長傾向はプロジェクト終了後から現在まで続いている。 
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4-2.  プロジェクトの促進要因 
(1) インパクト 
a) 地方の産業開発による人材育成の必要性があること。 
b) コース（授業）実施に必要な施設及び機材が整備されていること。 
c) SPP-PJ の組織体制が妥当なものであること。 
 
(2) 自立発展性 
a) SPP-PJ の事務要員及び指導員が有能であること。 
b) 管理運営体制がしっかりしていること。 
c) コース（授業）の質が高く、多くの卒業証書が発行されていること。 
d) 若者への雇用創出の必要性による国内の工業化進展。 
 
４-3.  プロジェクトの阻害要因 
(1) インパクト 
a) 指導員研修コースが中断されたこと。 
b) 同時期に同じ内容のコースを複数展開するダブルコース制度が中断されたこと。 
c) 国の経済成長が低迷していること。 
 
(2) 自立発展性 
a) SNPP 全体予算への依存度が高いこと。 
b) 資金調達に係る官僚的な手続き制度が存在すること。 
c) 機材更新がされないことから、訓練カリキュラムの更新が十分ではないこと。 
 
4-4.  結論 
このプロジェクトは、電子、電気、制御及び冷凍空調分野の研修コースの開発を目的と

している。また、SNPP(SPP-PJ、支部)は、日本の協力によって実施されたコースの展開に

必要な理念、政策及びインフラの維持を行っている。プロジェクト当初と比較すると、コ

ース数の減少は見られるが、国の成長や開発の中で産業部門における当該分野の技能者の

育成は遅れているため、コースの継続は重要であるものと思われる。中央政府機関等の集

権的な組織の負の影響により、センターの機能に問題が見られることから、コースに使用

する機材の更新費用を年次予算に組み込む等の改善措置を講じ、技術革新に伴ったカリキ

ュラムの更新に努めるべきである。 
 

4-5.  提言 
a. 企画について 
この様なプロジェクトの企画には、卒業者のモニタリングを行えるような事務体制又は情

報システムを用い、プロジェクト実施中でも軌道修正が可能な体制を考慮すべきである。
 
b. 研修– 技術分野について 
指導員が関連する分野での研修について情報が得られる体制を設け、技術の更新が可能な

体制を設ける。機材については、地域内で流通されている機材の使用を要請し、部品交換

や修理の際に発生する不具合を回避する。研修コースの機材更新について、上層部に申請

する。技術移転の自立発展性を促進するためにも指導員向けの向上訓練を再開することが

提言される。 
 
c. 広報活動について 
外国からの援助による協力を開始する際には、コースの恩恵について現地の企業に対する

広報活動の義務化を含める。これらの広報活動は、年次予算に基づき企画し、講習会、展

示会等を生徒候補者や企業家達に無料で提供すべきである。 
 
4-6.  教訓 
当国の公的機関を通じて事業を展開する場合、当初の協定に双方の義務を明確に定め、中
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期及び長期の成果についての展望が容易な体制を設ける。今回の様に、協力期間に JICA
が機材の供与を行い、終了後には、現地側が機材の導入や更新を行っていない場合につい

ては、特にそれを強調すべきである。また、このタイプの協力に用いられる機材について

は、地域内で流通している機材を活用し、部品交換時に生じる不都合野や技術的に現地の

市場ではアクセス出来ない等の問題を回避するようにすべきである。より、長期的な観点

から、また複雑ではあるものの、現地の意思決定権限を有する者に対し、SNPP の独立予

算体制が可能で、外国の技術協力の受益機関となる支所の受難的及び持続的な運営が可能

になる法案作りについて指導する事を勧める。 

 


